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ラオスサバナケット県内における学校保健活動
の動向
金田　英子
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諸言
　ラオス人民民主共和国（以下、ラオス）は、東はベトナム、北は中国、北西
はミャンマー、西はメコン川を境にタイ、南はカンボジアに接する内陸国で、
1974年に民族連合政府を樹立し、翌75年12月に国家として承認された。
　教育制度の本格的な改革は、それを機に実施された。その後、1990年 3 月に
タイのジョムティエンで開催された「万人のための教育（EFA）世界会議」に
参加したことを受け、政府はとくに初等教育の普遍化に重点を置く方針を決定
した1 ）。
　教育制度は、就学前教育（ 3 ～ 5 歳）、 5 年間の初等教育（ 6 ～10歳）、 4 年
間の前期中等教育（11歳～14歳）、 3 年間の後期中等教育（15～17歳）、そして
大学や専門学校などを含む高等教育に区分されている。公立の学校の授業は無
償で、初等教育のみが義務教育となっている。
　学校保健分野では、2005年に国家学校保健政策（National School Health 
Policy）が策定されるが、それまでに、WHO や UNICEF をはじめとした多く
の政府関連組織・民間団体（NPO）が、医療体制や公衆衛生基盤の強化に重点
を置いてきた。例えば、ラオス保健省では、ナショナル・ドラッグ・ポリシー
（1993）、政府スタッフへのヘルスケア・サービス無料化の制令（1995）、民間
労働者への健康保険の制令（1999）、ナショナル・プライマリ・ケア・ポリ
シー（2000）、ドラッグと医療機器のポリシー（2000）、マラリア・コントロー
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ル・ポリシー（2000）、HIV/AIDS/STI コントロール・ポリシー（2001）、健康
予防策とヘルスプロモーションに関する法（2002）、医療機器管理ポリシー
（2003）などが整備された2 ）。そして、これらの国家的なプロジェクトは、少
なからず学校保健が担う学校での健康管理にも影響を与えてきた。
　本稿ではサバナケット県内における学校保健活動の状況を、後ろ向きに把握
し、学校保健政策について考察する。
対象と方法
　サバナケット県に属する15郡の全小学校を対象とした。
　2004年11月、県教育局および県保健局の担当者と調査・研究の目的を確認し
た。その後、県教育局から、各郡の教育事務所を経由し調査用紙を配布し、各
学校の校長が記入後、再度、同じルートで回収した。
　質問項目は、学校での保健活動に関する 8 項目である。質問票の回答者は、
学校で保健衛生に関する責務にあたっている教師とした。その後、各学校の責
任者が記入した質問票を確認し、誤記入や記入漏れがあった場合は、各学校の
責任者が質問票に答えた教師に再度、修正・追記させるよう指示した。不明な
点がある場合は独自に判断せず、調査担当部局となっているサバナケット県保
健局に、直接問い合わせるよう指示した。
　データの解析にあたっては、SPSS21．0を用いた。
結果
　質問票は15郡中、14郡784校から回答を得た。各質問項目に対する郡ごとの
結果は、表 1 のとおりである。
　学校の中に保健委員会を配置している学校（設問 1 ）は、どの郡でも少な
く、実数にしても27校と全体の4．7％にとどまっている。
　独自の保健教育プランを配置している学校を見ると、14郡のうち 9 郡が半数
を超えている。独自の保健教育プランがあると回答した422校中、具体的な内
容について記述されていたのは246校だった。その主な項目（延べ数）は表 2
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のとおりである。衛生一般に関するこ
とが155件と最も多く、次に多いのが
マラリアおよびデング熱関係（54件）、
赤痢、コレラ、下痢（30 件）、HIV/
AIDS（22件）と続いている。
　学校が開催する健康教育に関する保
護者会を設置しているところは、182
校（26．3％）であった。
　独自の保健教育プランがあり、かつ
年度の学校保健計画をもっている学校
の割合が高いのは、Xayphouthong と
Kaysone Phomvihane であった。
　マラリアおよびデング熱に対する予防活動を実施している郡は、Nong と
Vilabuly を除いては、いずれも半数前後となっている。とくに、Xayphouthong
では、マラリア（78．9％）、デング熱（84．6％）と高値を示している。
　寄生虫感染予防に対しては、14郡中 6 郡が 3 ～ 4 割、残りの 8 郡は 3 割以下
と実施されてはいるが、マラリアやデング熱ほどではない。
　ヘルス・プロモーティング・スクールに登録している学校は、サバナケット
県内665校中30校で、 1 校も登録を見ない郡は 5 郡、 1 校しか登録していない
郡は 2 郡と極めて低かった。
　他国からの支援は、どの郡にも入っているが、最も多い郡 Xonnabouly
（12．9％）と低い郡 Outhoumphone（1．7％）と格差が大きい。
考察
　学校保健の概念として、日本ではまず保健教育と保健管理に大別されるが、
その他にも、組織活動として、教職員の組織、協力体制の確立（役割の明確
化）、家庭との連携、地域の関係機関・団体との連携及び学校間の連携、学校
保健委員会が想定される3 ）。この構造は、ラオスにおいても当てはめることが
表 ２．保健教育プラン
項目 数
衛生一般※ 155
マラリア、デング熱 54
赤痢、コレラ、下痢 30
HIV/AIDS 22
眼疾患（とくに結膜炎） 6
飲料水 6
トイレ環境 5
その他 21
※ 3 clean（清潔な体、清潔な衣服、清
潔な居住）を含む
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可能である。しかしながら現場では、保健教育や保健管理が中心となり、組織
活動にまで幅を広げることができていないのが現実である。Atsaphone、
Nong、Phalanxay では、 1 校も見られなかった。School Health Committee の定
義を再検討し、明確化する必要がある。
　独自の保健教育プランでは、衛生一般が多い。このことは、2001年からの取
り組みである Degree on Hygiene and Privention にも見ることができる4 ）。マラ
リアおよびデング熱関係、赤痢、コレラ、下痢、HIV/AIDS と、これら感染症
を併せると106件になる。サバナケット県内のマラリア罹患率は国内でも高い
方にあるし 5 ）、デング熱のアウトブレイクも、ラオス国内の地方で1994年に
あったことから6 ）、学校現場でも意識されていることが分かる。一方、顧みら
れない熱帯病として WHO が示している土壌伝播寄生虫については7 ）、国家的
な対策が計画されていたにも関わらず8 ）、十分な保健教育がなされていないこ
とが推察できる。
　健康教育に関する保護者会を設置しているところは、Phalanxay（47．7％）
と Xonnabouly（43．8％）で、地理的にはサバナケット県内の中心部にあるこ
とから、交通の便も影響している可能性がある。
　独自の保健教育プランがあり、かつ年度の学校保健計画をもっている学校の
割合が高い地域として、県庁所在地である Kaysone Phomvihane と隣接する
Xayphouthong が挙げられるのには、郡教育局から近く指導しやすいといった
ことも否定できない。
　マラリアおよびデング熱に対する予防活動の低い郡に Nong と Vilabuly が挙
げられるが、前者は、サバナケット県内の北部、後者は南東部で、いずれも交
通の便が非常に悪いところである。また Xayphouthong はラオス南部に続く幹
線道路がとおっている。この地理的要因は、他国の援助を受けたことがあるか
否かにも影響をしていると推察できる。例えば、Nong は2．5％、Vilabuly は
4．1％と、最も多い Xonnabouly（12．9％）の 4 分の 1 以下である。
　ヘルス・プロモーティング・スクールは、学校保健の質的向上を目的に行わ
れることになるが9 ）、この段階においては、まだ末端まではこの制度が浸透し
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ていないと言える。
まとめ
　WHO は、1998年に「グローバル・スクールヘルス（ＧＳＨ）イニシアティ
ブ」を立ち上げている10）。その主軸を、あらゆる手段を入手可能にして健康と
学習を助長することと、学校を健康な場にするために、健康および教育の担当
官、教員、教員組合、学生、親、保健衛生業界、地域のリーダーが参加するこ
とに置き、以下のことを提供する努力をするよう提唱している。すなわち、
（ 1 ）健康な環境、（ 2 ）学校保健教育、（ 3 ）学校保健サービス、（ 4 ）学校・
地域連携活動、（ 5 ）担当者のための各種健康促進計画、（ 6 ）栄養および食品
安全計画、（ 7 ）体育とレクリエーションの機会、（ 8 ）カウンセリングや社会
的支援、精神衛生促進のための活動計画の 7 項目である。さらに、政策を実行
するとともに、個人の幸福や尊厳の尊重、成功のために多数の機会の提供、そ
して個人の業績と同様によい努力や意向を認めることなどを実践することや、
生徒と同様に教職員、家族および地域メンバーの健康をも増進するための努力
をし、そして、コミュニティーが健康や教育にどのように寄与し、あるいはい
つの間にか害になっているかの理解を関係者に深めてもらうように地区リー
ダーと共に活動することを打ち立てている。
　 さ ら に、WHO、UNICEF、UNESCO、 世 界 銀 行 は、2000 年 に、FRESH
（Focusing Resources on Effective School Health）を表明した11）。そこでは、 1 ）
学校保健に関連したポリシー、 2 ）安全な水と環境、 3 ）健康教育、 4 ）学校
を基盤としたヘルス、栄養のサービスを掲げている。
　本稿では、サバナケット県内の2003年から2004年にわたる学校保健活動を、
後ろ向きに考察した。学校での独自の保健教育プランや感染症対策は十分では
ないものの、この時点において、少しずつではあるが世界的な取り組みの中で
の効果を示していると言える。
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